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マイナンバー・マイナポータル導入への育児世代を対象にした意識調査(継続) 

研究代表者 吉田 健一郎 麗澤大学経済学部 准教授 

１．研究全体 

これまで行ってきた調査研究において、マイナンバーカード、マイナンバーカードを利用した電子申請や

ワンストップサービスが今後導入予定のマイナンバー関連制度をスムーズに、100%に近い住民に“普及”す

るにはどうすべきかをリサーチクエスチョンとした Web リサーチを実施し、その結果、現時点における行政

手続きの自動化・オンライン化に対する意識を測定して、積極的に普及対象とすべき母親が全体の 11.7%で

あることを特定し、情報行動・カードの利用行動において差異があることを明らかにした（拙稿『第 32 号助

成報告書』参照）。具体的には次の 4 点である。①普及対象とすべき母親のネット関連の行動については、ネ

ットショッピングやフリマアプリなどでの出品行動などにおいて有意となっており、ネットショッピングサ

イトやフリマアプリ内での広告や連携が有効である。そして、②LINEなどを代表とする便利なアプリを積極

的に使いこなしていることから、利便性があるものは積極的に取り入れていこうとする姿勢があるとわかる

ため、マイナポータルの利便性が高いことが伝われば、効果的に普及させることも可能と判断できる。③カ

ード関連の設問に対しては、ICカードはできるだけ一元管理したいという欲求が高いことから他のカードの

ワンカード化は有効と判断できる。④様々なポイントカードを積極的に利用していることから、他のカード

との連携も有効といえる。 

本稿（継続研究）においては、IT戦略本部が H28年度に公開した「新たな電子行政の方針の目指す方向性

について（論点ペーパー）」において、サービスデザイン思考による行政サービスの方針が示され、確実に成

果を出していく KPI/KGI の設定が急務となっており、H28 年度に実施した研究をさらに深化させる。具体的

にはマイナンバーカードの申請率が高い自治体へのヒアリングを通して、電子的な手続きに関するサービス

デザインに寄与できる分析を行う点にある。また、人口増加率（減少率）、高齢者比率、自治体の財政力指数、

医療、教育、生活環境などの地域属性を加味して、子育て世代の電子的な行政手続きやマイナンバー・マイ

ナポータル、カードへの関心に対する差異も明らかにする。 

２．地域属性と行政続きの自動化に関する関心 

まず、子育ての手続きに対する自動化・オンライン化への関心について、アンケート回答者が住んでいる

地域との関連を検証する。具体的には人口規模でカテゴライズした上で、人口増加率、高齢者比率、人口集

中地区居住人口比率、一人当たり商業年間商品販売額、財政力指数、人口当たり医師数、老齢人口当たり介

護福祉施設数、高等学校生徒の対中学校生徒数比率である。当然のことながら、人口増加率から生徒数比率

までの数値については人口規模とある程度の相関がある。また、子育ての手続きに対する自動化・オンライ

ン化への関心については、拙稿『第 32 号助成報告書』1において示した児童手当の自動振り込み、予防接種

のスケジュール生成、保育情報の明朗化、パーソナルヘルスレコードの 4 つの設問から、各回答が「賛成」

の場合は 1点、「反対」の場合は 0 点とし、計 0～4のスコアを算出し、平均値を算出した。 

子育て関連の手続きが自動化・オンライン化されることについての関心の度合いは人口規模の大きい自治

体の方がわずかながら高い傾向を示すもののはっきりとした関係性はみられない。このことから、地域特性

と言うより“自治体による広報や普及に関するサービスのレベル”がマイナンバーカードの申請率やマイナ

ンバー関連制度の興味関心に影響を与えていると考えられる。参考までに表 2に行政手続きのオンライン化

に関する関心と地域属性との相関係数を示した。高齢者比率と介護施設数（老齢人口当たり）とは負の相関

を示し、残りの指標とは正の相関を示している。 

                              
1 将来、子育て関連の手続きが自動化・オンライン化されることについて、①の児童手当の自動振り込みに

ついては 78%が賛成（2014年次と比較し 6 ポイントほど低下）、②予防接種のスケジュール化については 63%

（2014年次と比較し 8 ポイントほど上昇）、③保育情報の明朗化については 59%が賛成、④パーソナルヘルス

レコードについては 61%が賛成という結果であった。 



 

 - 2 - 

表 1 地域属性と行政手続きのオンライン化に関する関心 

人
口
規
模 

市
町
村
数 

人
口
増
加
率 

高
齢
者
比
率 

人
口
集
中
地
区
居
住
人
口

比
率 

一
人
当
り
商
業
年
間
商
品

販
売
額(

百
万
円) 

財
政
力
指
数 

人
口
千
人
当
た
り
医
師
数 

老
齢
人
口
千
人
当
り
介
護

老
人
福
祉
施
設
数 

高
等
学
校
生
徒
数
の
対
中

学
校
生
徒
数
比
率 

子
育
て
の
手
続
き
に
対
す
る

自
動
化
への
関
心 

70 万人

以上 
21 1.98 20.94 89.32 5.01 0.84 3.00 0.16 101.4 2.89 

20 万人

以上 
91 0.58 21.93 75.27 2.45 0.81 2.58 0.18 96.52 3.13 

10 万人

以上 
156 0.02 22.63 65.53 1.72 0.76 2.06 0.19 96.13 2.53 

5 万人以

上 
271 -0.08 24.00 46.17 1.46 0.64 1.80 0.23 90.51 3.02 

3 万人以

上 
244 -2.21 26.04 30.04 1.36 0.55 1.92 0.26 83.60 2.34 

1 万人以

上 
457 -4.14 28.75 14.56 1.16 0.44 1.32 0.31 77.48 2.40 

5 千人以

上 
242 -6.21 31.59 1.60 0.88 0.32 0.81 0.45 44.19 2.51 

5 千人未

満 
238 -8.55 35.38 0.00 0.63 0.20 0.83 0.57 44.10 2.59 

※東洋経済新報社の地域経済データから算出 

 

表 2 行政手続きのオンライン化に関する関心と地域属性との相関 

人口
増加率

高齢者
比率

人口集
中地区
居住人
口比率

一人当り
商業年間
商品
販売額
(百万円)

財政力
指数

人口千人
当たり
医師数

老齢人口
千人当り
介護老人
福祉
施設数

高等学校
生徒数の
対中学校
生徒数
比率

0.57 -0.53 0.64 0.50 0.58 0.56 -0.43 0.46  

３．ヒアリング調査からの知見 

マイナンバーカードの申請率が高い宮崎県都城市（19.7%、H29 年 1 月末時点）と茨城県五霞町（29.5%、

H29 年 1 月末時点）へのヒアリング調査を行なった。都城市では制度開始当初より、タブレットを利用した

無料写真撮影サービス及びオンラインでの申請補助を実施することで、住民と対話する機会を創出し、丁寧

な説明を通して制度への不安を払拭するという市独自の普及促進活動を展開している。マーケティングを意

識し、税務署・金融機関等のマイナンバー利用機関と連携した広報を実施し、公民館や商業施設、企業など

においてターゲットに対するタブレット活用型申請補助を何回も行っている。住民への適切なタッチポイン

トにおいて、市職員による丁寧な説明により、「カードへの疑問が解け、安心して申請ができた」「市役所に

別件で来た時に気軽に申請ができた」「会社まで来てくれると、カードを取得する気になる」などの効果があ

った。また、マイキープラットフォーム2の運用の開始に伴い、「肉と焼酎のふるさと都城ポイント」を創設

                              
2 マイナンバーカードを活用し、公共施設などの様々な利用者カードを 1枚で対応できるようにし、各自治

体のボランティアポイントや健康ポイントなどをクラウド化し、飛躍的な低コスト化を図ることに併せ、 ク

レジットカード会社などのポイントやマイレージを地域経済応援ポイントとして全国各地に導入・合算し、

様々な住民の公益的活動の支援と地域の消費拡大につなげようとするプロジェクト。つまり、マイナンバー

とは別にマイキーIDを作成・登録すれば、当該マイキーIDを口座番号とするポイント口座が自治体ポイント
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し、積極的にマイナンバーカードを利用できる機会を増やしている。 

他方、五霞町では広報紙をはじめ、多種多様な媒体を使って、町民の皆様に周知を行い、行政区に出向い

て行った出前講座、またマイナンバーカードの申請及び交付を行政区大字事務所等で行ってきた。同市では

これを草の根ローラー作戦と称している。 

両市に共通しているのは自治体職員が一丸となって、Web や広報誌に力を入れ、住民が申請しやすいよう

タブレットを利用したり、行政職員が住民へ丁寧に説明して回ったりするなど、マイナンバー制度という「新

しい（しかもほとんどの住民にとってはよくわからない）制度」に対する不安感を解消することで行政に対

する信頼感を改めて醸成することに成功したのではないかと考えられる。 

４．行政に対する信頼度と普及のためのインセンティブの関係 

これまでの調査研究及びマイナンバーカードの申請率の高い自治体へのヒアリング調査から、マイナンバ

ーカードの普及、制度の理解などを推進するにあたっては拙稿『第 32 号助成報告書』において示した他のカ

ードとの連携やサービスそのものの使いやすさ以前の問題として、「公正な社会/効率的な行政運営による利

便性」を政府・行政が実現する必要があるのではないかという考えに至った。そこで、図 1と 2に示すよう

に追加リサーチを実施し、マイナンバー制度・マイナンバーカードに対する考えとインセンティブによる新

制度の受容態度を明らかにした。 

 

図 1．マイナンバー制度・マイナンバーカードに対する考え 

 
 

図１からマイナンバーを通した「社会」「個人」「政府・行政」への関心については、公平な税の徴収、不

正受給防止、事務負担の軽減から公平な社会の実現（特に財政面）はかなり高い水準となり、行政手続きの

簡素化（ネット利用を含む）による自己の利便性向上よりも関心が高いことがわかる。一方で、「行政の目が

行き届くようになる」や「個人情報を預けても安心である」については肯定的な意見（大変そう思う・そう

思うの合計）が 20%を下回っていることから、前節で述べた「マイナンバー制度という新しい（しかもほと

んどの住民にとってはよくわからない）制度に対する不安感を解消する」ことの必要性を改めて確認するこ

とができた。同様に「自らについてのメリットがわからない」と「1 つの番号による監視社会を不安視する」

を肯定的に回答する割合が高いことも、不安感を解消する必要性が急務であることを裏付けているといえよ

                                                                                                 

管理クラウドに開設され、利用可能となり自治体独自の商品を購入できる仕組み。 
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う。 

また、一般的に行動変容を起こすきっかけとして何かしらのインセンティブを与えることが有効であるこ

とに鑑み、今後、減税というインセンティブがいくらあれば、行政手続きをスイッチするのかについて、図

2 に統計的に示した。約 80%の人が減税などのインセンティブによって何らかのアクションを起こすという結

果を得た一方、インセンティブ（減税）に関係なく、オンライン化に反対な人が 20%ほど存在することが明

らかとなった。「住民税が 50%減税されれば受容する」というのが 31.3%でもっとも多いセグメントであるが、

実際はそれよりも少ない金額で「自らに何らかのメリット」があることが認識できれば、新しい制度を受容

すると考えられる。 

そして、両者の関係性についてまとめたのが表 2である。表 2では受容態度が変化するインセンティブの

レベルごとに、マイナンバー制度に対する考えに関するスコアの平均値を算出している。これによれば少な

いインセンティブで新しい制度を受容する層の方が、マイナンバー制度や政府行政に対する態度・信頼度が

プラスになっていることがわかる。 

 

図 2．減税というインセンティブによる新制度の受容態度 

 
 

表 3．マイナンバー制度に対する考えとインセンティブによる受容態度 

政府や行政
にとって必
要な制度・
機能である

公平・公正
に税金を徴
収するため
に必要であ

る

様々な行政
手続きが簡
素化され、
自分にとっ
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今まで、政
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かなかった
人へ支援で
きるように
なり、社会
にとってプ
ラスである

生活保護の
不正受給の
防止など、
公平・公正
な社会が実
現される

長い目で見
れば、行政
や企業の事
務負担が軽
減される

今後、オン
ライン

（ネット）
で様々な行
政手続きが
できるよう
になるた
め、期待し
ている

政府が構築
したシステ
ムであり、
主に利用す
るのは行政
であるた
め、個人情
報を預けて
も安心であ

る

自分にとっ
てどのよう
なメリット
があるのか
わからない
（そういう
情報を入手
できていな

い）

一つの番号
で様々な情
報（医療や
所得を含む
個人情報）
が紐づけら
れやすくな
り、不安で

ある
0%減 2.13 2.24 2.16 2.09 2.34 2.34 2.35 1.83 2.48 2.37
10%減 2.22 2.43 2.18 2.04 2.34 2.52 2.35 1.63 2.81 2.76
20%減 2.16 2.32 2.11 1.95 2.25 2.40 2.24 1.48 2.99 2.87
30%減 2.01 2.16 1.90 1.78 2.09 2.28 1.96 1.24 3.13 3.07
40%減 2.07 2.20 2.09 1.89 2.17 2.28 2.11 1.24 3.26 2.93
50%減 1.96 2.08 1.83 1.74 2.10 2.11 1.87 1.22 3.08 3.03
反対 1.62 1.80 1.53 1.49 1.84 1.78 1.49 1.09 2.93 2.97
合計 1.97 2.13 1.89 1.79 2.11 2.18 1.95 1.32 2.98 2.92

*大変そう思う：5～1：全くそう思わないの平均値を算出。全体の平均値よりもスコアが低いセルを塗りつぶしている。 

Q.全国民がマイナンバーカードを申請し、様々な行
政手続きをオンラインでするようになれば、行政の
事務効率が上がり、住民税を減らすことができると

します。そのとき、どの程度住民税が減税されれば、
マイナンバーカードを申請し、新しい手続き方法や
新しいやり方に切り替えますか。 
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５．普及対象の属性分析 

拙稿『第 32 号助成報告書』において、佐藤・市川（2013）のモノの浸透ステージ×情報受発信タイプのフ

レームワークを基に子育て関連の手続きの自動化・オンライン化への関心度の高い 11.7%の母親3を特定し、

彼らの情報行動・カードの利用行動について明らかにした。すなわち、この 11.7%に積極的に働きかけるこ

とで全体への普及速度を上げることができることを目的として特定した。本稿ではこの 11.7%がマイナンバ

ー制度に対してどのような考えを持っているのかについて、次の手順で分析する。 

1. 図 1において示した 10の設問を用いて因子分析を行う。 

2. 重要となる因子得点（第 1因子と第 2因子）を用いて、ポジショニングマップを作成する。 

3. 11.7%がどのポジショニングにいるのかを明らかにする。 

 

（1）因子分析 

図 1において示した 10の設問を用いて因子分析を行った。解析用ソフトウェアには IBM 社の SPSSver22.0

を用い、主因子法、プロマックス回転とした分析を行った。表 4 に示す通り、2つの潜在因子が抽出された。

因子 1を政府・行政への信頼性、因子 2を情報不安・広報不足とする。 

 

表 4．因子負荷量 

 

因子 1 因子 2 

1. 政府や行政にとって必要な制度・機能である 0.765 -0.031 

2. 公平・公正に税金を徴収するために必要である 0.789 0.11 

3. 様々な行政手続きが簡素化され、自分にとっての利便性が高まる 0.738 -0.076 

4. 今まで、政府や行政の目が行き届かなかった人へ支援できるようになり、社会にとってプラス

である 0.812 -0.027 

5. 生活保護の不正受給の防止など、公平・公正な社会が実現される 0.731 0.136 

6. 長い目で見れば、行政や企業の事務負担が軽減される 0.771 0.117 

7. 今後、オンライン（ネット）で様々な行政手続きができるようになるため、期待している 0.678 -0.059 

8. 政府が構築したシステムであり、主に利用するのは行政であるため、個人情報を預けても安

心である 0.544 -0.297 

9. 一つの番号で様々な情報（医療や所得を含む個人情報）が紐づけられやすくなり、不安であ

る 0.022 0.809 

10. 自分にとってどのようなメリットがあるのかわからない（そういう情報を入手できていない） 0.038 0.609 

固有値 4.775 1.596 

寄与率 0.434 0.112 

累積寄与率 0.434 0.546 

 

 

 

                              
3 この 11.7%の母親の特定は以下のデータにも基づく。情報先端型で自動化・オンライン化への関心が普通

と高い人、初期追随型で自動化・オンライン化への関心が高い人の割合である。 

 

子育て関連の手続きに対する自動化・オン

ライン化への関心 

合計 関心は低い 関心は普通 関心は高い 

情報循

環・浸透 

情報先端型 度数 10 42 37 89 

総和の % .8% 3.2% 2.8% 6.8% 

初期追随型 度数 14 88 75 177 

総和の % 1.1% 6.7% 5.7% 13.4% 

追随型 度数 49 331 238 618 

総和の % 3.7% 25.1% 18.1% 46.9% 

遅滞型 度数 55 212 167 434 

総和の % 4.2% 16.1% 12.7% 32.9% 

合計 度数 128 673 517 1318 

総和の % 9.7% 51.1% 39.2% 100.0% 
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（2）ポジショニング分析 

因子 1（政府・行政への信頼性）と因子 2（情報不安・広報不足）の因子得点を用いて、2因子間のポジシ

ョニングを作成する。そして、そのポジショニング図をもとに各象限に普及対象が何人いるのかを明らかに

する。図 3 に 2 つ因子得点を基に散布図を作成した。横軸が因子 1（政府・行政への信頼性）であり、縦軸

が因子 2（情報不安・広報不足）となる。ポジショニングをするにあたっては 0 を境界として、各因子が示

す程度の高低を区分した。 

ⅠからⅣの各象限のどこに普及対象が分布しているのかを求めたのが表 5 である。これによれば最も望ま

しい第Ⅳ象限（信頼性が高く、個人情報などへの不安も少ない）に多く分布しているとわかる。続いて、第

Ⅱ象限、第Ⅰ象限と続くが、初めに働きかけるべきは第Ⅰ象限にいる層である。なぜなら、政府・行政への

信頼性を高めるよりも、情報不安・広報不足を解消する方が容易と考えるからである。 

 

図 3．2つの因子の散布図を基にしたポジショニング図 

 

 

表 5．各ポジショニングにおける普及対象の分布 

 Ⅰ 政府・行政への信

頼性高い×情報不安・

広報不足の程度が高

い 

Ⅱ 政府・行政への信

頼性低い×情報不安・

広報不足の程度が高

い 

Ⅲ 政府・行政への信

頼性低い×情報不安・

広報不足の程度が低

い 

Ⅳ 政府・行政への信

頼性高い×情報不安・

広報不足の程度が低

い 

各ポジショニングにお

ける普及対象の割合 
22.1%（34） 24.0%（37） 8.4%（13） 45.5%（70） 

各ポジショニングにお

ける全体の割合 
24.6%（355） 26.9%（388） 10.7%（154） 37.8%（545） 

*カッコ内は実数 

 

 

 

政府・行政への信頼性高い 政府・行政への信頼性低い 

情
報
不
安
・
広
報
不
足

の
程
度
が
高
い 

情
報
不
安
・
広
報
不
足

の
程
度
が
低
い 

Ⅰ 

Ⅳ Ⅲ 

Ⅱ 
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６．おわりに 

本研究は 2段階に分けて実施した。最初はマイナンバー制度に関心があり情報感度が高く自らがオピニオ

ンリーダーとなっている主婦を特定し、その属性を明らかにした（前拙稿）。次に地域属性やマイナンバー制

度に対する考え、インセンティブによる受容態度の変化などを考慮した分析を行った。 

これらを通じて、これまで見たことがないような新しい制度を政府や行政が広く導入する際には、利便性

を高めその認知度を上げていくことや何らかのインセンティブも必要だが、現代日本においては不安要因の

排除や公正な社会/効率的な行政運営による利便性の向上を約束できる政府・行政への信頼を高めていくこと

がキーファクターになる。結果として、ヒアリング調査から得られた仮説を改めて検証する形となったが、

公正な社会/効率的な行政運営が求められることをデータから指摘することができたのは大きな成果と言え

よう。 

図 4にこれまでの分析結果をもとにまとめた普及プロセスを示し、本稿を閉じる。 

 

図 4．普及プロセス 
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